
 

 

平成２３年５月１３日 

 

外国為替令及び輸出貿易管理令の一部を改正する政令について 
 

大量破壊兵器等の不拡散及び通常兵器の過剰な蓄積を防止する観点から、安全

保障に係る輸出管理については、我が国を含めた主要国が参加する国際輸出管理

会合において規制すべき対象品目のリストが合意されております。 

この国際合意リストを踏まえ、我が国では、外国為替及び外国貿易法第２５条

第１項の下に定められる外国為替令（以下「外為令」という。）別表及び法第４

８条第１項の下に定められる輸出貿易管理令（以下「輸出令」という。）別表第

１にこれらの品目を規定することにより、その輸出等の際に経済産業大臣の許可

を要することとし、国内法令上の担保を行っているところです。  

本政令は、２０１０年の国際輸出管理会合における合意等を踏まえ、外為令及

び輸出令について所要の改正を実施するものです。 

 

１．改正の概要について 

 

国際合意に基づき、輸出等に際して経済産業大臣の許可を受ける義務を課す貨

物及び技術を新たに指定する等の措置を講じます。具体的な内容は以下のとおり

です。 

 

・慣性航法装置等の設計又は製造に係る技術について、許可対象範囲を縮小【外

為令別表の１１（３）の削除】 

 

・暗号機能を有する貨物に関する許可例外の適用範囲の変更【輸出令第４条第

１項第６号の改正】 

 

・炭化ほう素（含 混合物）の許可対象からの除外及びほう素合金（含 混合

物）の許可対象への追加【輸出令別表第１の５（１９）の改正】 

 

・装置の部分品であって、周波数シンセサイザーを用いたものについて、許可

対象から除外【輸出令別表第１の７（１１）を削り、（１０の２）の項番を

（１１）とする】 

 

・光ファイバー通信ケーブル及びその附属品について、許可対象から除外【輸

出令別表第１の９（３）の改正】 



 

・暗号機能を有する貨物の設計等に用いる装置について、許可対象範囲を拡大

【輸出令別表第１の９（１１）の改正】 

 

・レーザー光を利用して音声を探知する装置について、許可対象に追加【輸出

令別表第１の１０（８の２）の追加】 

 

・水中において磁場又は電場を検知する装置について、許可対象に追加【輸出

令別表第１の１０（９の２）の追加及び別表第３の３の改正】 

 

・ダイバー妨害用水中音響装置について、輸出令別表第１での規定箇所を変更

【輸出令別表第１の１０（１の２）を削り、１２（１０）を追加】 

 

 

２．今後の予定  

 

公   布  平成２３年 ５月１８日 

施   行  平成２３年 ７月 １日 
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